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16  法第27条の規定による陳述及び鑑定

の要求（法第48条、第52条第２項及び

第56条において準用する場合を含む。）

17  法第28条の規定による物件の提出要

求等（法第48条、第52条第２項及び第

56条において準用する場合を含む。）

18  法第29条第１項の規定による検証

（法第48条、第52条第２項及び第56

条において準用する場合を含む。）

19  法第29条第２項の規定による通知及

び機会供与（法第48条、第52条第２項

及び第56条において準用する場合を含

む。）

20  法第30条の規定による審尋（法第48

条、第52条第２項及び第56条において

準用する場合を含む。）

21  法第33条第１項の規定による提出

（法第52条第２項及び第56条において

準用する場合を含む。）

22  法第33条第２項の規定による閲覧及

び閲覧拒否（法第52条第２項及び第56

条において準用する場合を含む。）

23  法第33条第３項の規定による指定

（法第52条第２項及び第56条において

準用する場合を含む。）

24  法第34条第２項の規定による執行停

止（法第48条及び第56条において準用

する場合を含む。）

25  法第34条第３項の規定による執行停

止（法第56条において準用する場合を

含む。）

26  法第35条の規定による執行停止の取

消し（法第48条及び第56条において準

用する場合を含む。）

27  法第36条の規定による併合及び分離

（法第48条、第52条第２項及び第56

条において準用する場合を含む。）

28  法第37条第３項の規定による届出の

受理（法第48条、第52条及び第56条

において準用する場合を含む。）

29  法第37条第６項の規定による許可

（法第48条、第52条及び第56条にお

いて準用する場合を含む。）

30  法第38条の規定による引継ぎ及び通

知（法第48条、第52条及び第56条にお

いて準用する場合を含む。）

31  法第40条の規定による裁決（法第56

条において準用する場合を含む。）

32  法第42条の規定による送達等（法第

48条、第52条及び第56条において準

用する場合を含む。）
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市町立小中学校の学

級編成及び教職員定

数に関する事務

教育職員免許法（昭

和24年法律第147

号）の施行に関する

事務

３ 規則第５条の規定による遺族補償年

金の支給停止及び支給停止の解除

４ 規則第５条の規定による年金証書の

交付及び再交付

１ 公立義務教育諸学校の学級編制及び

教職員定数の標準に関する法律（昭和

33年法律第116号）第３条第２項の規

定による学級編制の基準の決定

２ 法第５条に規定する学級編制の認可

（学級編制の変更の認可を含む。）

３ 地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律第41条第２項の規定による県費

負担教職員の市町別の学校の種類ごと

の定数の決定

１ 法第３条の２の規定による非常勤の

講師の許可

２ 法第５条、法第16条の２、法第16条

の３、法第16条の４、法第17条、法附

則第10項、教育職員免許法の一部を改

正する法律（昭和36年法律第122号）

附則第６項及び教育職員免許法施行法

（昭和24年法律第148号）第２条の規

定による免許状の授与並びに法第５条

第５項、法第６条、法第18条及び教育

職員免許法施行法第２条第１項の規定

による教育職員検定

３ 法第７条第１項の規定による学力に

関する証明書及び同条第２項の規定に

よる県立学校教員の人物、実務及び身

体に関する証明書の発行

４ 法第10条の規定による免許状の返還

の請求

５ 法第11条の規定による免許状の取上

げ

６ 法第13条第１項の規定による免許状

の失効又は取上げに係る公告及び通知

７ 法第15条の規定による免許状の書換

及び再交付

８ 法附則第２項の規定による免許教科

外教科担当の許可

９ 教育職員免許法第１条の規定による

免許状の交付

10 教育職員免許法施行規則（昭和29

年文部省令第26号。以下この区分にお
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三重県営松阪野球場

条例（昭和50年三重

県条例第30号）の施

行に関する事務

三重県営ライフル射

撃場条例（昭和51年

三重県条例第６号）

の施行に関する事務

１ 条例第４条の規定による指定管理者

の指定の申請の告知

２ 条例第５条第１項の規定による指定

管理者の選定

３ 条例第５条第２項の規定による指定

管理者の指定

４ 条例第６条の規定による告示

５ 条例第７条の規定による協定の締結

６ 条例第８条の規定による事業報告書

の受理

７ 条例第９条の規定による業務状況の

聴取等

８ 条例第１０条第１項の規定による教

育委員会による施設管理

９ 条例第１０条第２項の規定による使

用料の徴収

10 条例第１１条の規定による利用時間

の変更

11 条例第１２条の規定による休業日の

変更

12 条例第１７条第２項の規定による利

用料金の承認

13 条例第２１条ただし書の規定による

原状回復義務の免除

１ 条例第４条の規定による指定管理者

の指定の申請の告知

２ 条例第５条第１項の規定による指定

管理者の選定

３ 条例第５条第２項の規定による指定

管理者の指定

４ 条例第６条の規定による告示

５ 条例第７条の規定による協定の締結

６ 条例第８条の規定による事業報告書

の受理

７ 条例第９条の規定による業務状況の

聴取等

８ 条例第１０条第１項の規定による教

育委員会による施設管理

９ 条例第１０条第２項の規定による使

用料の徴収
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「

」

に改める。

附 則

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。

教委訓令第５号

各 県 立 高 等 学 校

県立高等学校の寄宿舎舎監業務嘱託取扱要綱の一部を改正する訓令を次のように定めます。

平成18年3月31日

三重県教育委員会教育長 安 田 敏 春

県立高等学校の寄宿舎舎監業務嘱託取扱要綱の一部を改正する訓令

県立高等学校の寄宿舎舎監業務嘱託取扱要綱（昭和48年教委訓第１号）の一部を次のように改正する。

第10条第1項中「69,000円」を「68,700円」に、「2,900円」を「2,890円」に、「1,450円」を「1,440円」に

改める。

附 則

この訓令は、平成18年4月1日から施行する。

お 知 ら せ

平成18年3月31日付け三重県公報号外に、公立学校職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則

三重県人事委員会規則
第10号 が、次のように掲載されました。

三重県教育委員会規則

課

長

所

長

副

室

長

室

長

総

括

室

長

三 重 県 人 事 委 員 会 及 び 三 重 県 教 育 委 員 会 は 、 公 立 学 校 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 三 重 県 条 例 第 十

一 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 公 立 学 校 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。

平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日

三 重 県 人 事 委 員 会 委 員 長 渡 辺 八 尋

三 重 県 教 育 委 員 会 委 員 長 井 村 正 勝

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則
第 十 号

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則

公 立 学 校 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

三 重 県 人 事 委 員 会 規 則

公 立 学 校 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 年 第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

三 重 県 教 育 委 員 会 規 則

改 正 す る 。

第 二 条 の 見 出 し 中 「 お よ び 」 を 「 及 び 」 に 改 め 、 同 条 第 一 項 中 「 ま た は 」 を 「 又 は 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中 「 第

五 条 第 五 項 」 を 「 第 六 条 の 五 第 二 項 」 に 、 「 三 重 県 教 育 委 員 会 規 則 お よ び 三 重 県 人 事 委 員 会 規 則 （ 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） 」

を 「 規 則 （ 三 重 県 教 育 委 員 会 （ 以 下 「 県 委 員 会 」 と い う 。 ） 及 び 三 重 県 人 事 委 員 会 （ 以 下 「 人 事 委 員 会 」 と い う 。 ）

が 共 同 で 定 め る 規 則 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 」 に 、 「 賃 金 ま た は 手 当 等 の 支 給 を 受 け て い る 職 員 に つ い て は 、 給 料 お よ び

扶 養 手 当 に 相 当 す る 額 」 を 「 給 料 及 び 扶 養 手 当 の 月 額 並 び に こ れ ら に 対 す る 地 域 手 当 の 月 額 又 は こ れ ら の 給 与 に 相

当 す る 給 与 の 月 額 」 に 改 め る 。

第 三 条 第 一 項 中 「 一 に 」 を 「 い ず れ か に 」 に 改 め 、 同 項 第 二 号 中 「 地 方 公 務 員 共 済 組 合 法 」 を 「 地 方 公 務 員 等 共

済 組 合 法 」 に 、 「 別 表 第 四 に 掲 げ る 」 を 「 第 八 十 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 障 害 等 級 に 該 当 す る 」 に 改 め る 。

第 四 条 第 一 項 中 「 第 四 条 第 一 項 第 二 号 」 を 「 第 四 条 第 一 項 第 一 号 」 に 、 「 一 に 」 を 「 い ず れ か に 」 に 、 「 三 重 県 教

育 委 員 会 （ 以 下 「 県 委 員 会 」 と い う 。 ） 」 を 「 県 委 員 会 」 に 改 め る 。

第 四 条 の 次 に 次 の 五 条 を 加 え る 。
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従 事 す る 職 員 ）

（ 職 員 の 区 分 ）

第 四 条 の 五 退 職 し た 者 は 、 そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 初 日 の 属 す る 月 か ら そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 末 日 の 属 す る 月

ま で の 各 月 ご と に そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 に 含 ま れ る 時 期 の 別 に よ り 定 め る 別 表 イ 又 は ロ の 表 の 下 欄 に 掲 げ る そ の

者 の 当 該 各 月 に お け る 区 分 に 対 応 す る こ れ ら の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 属 し て い た も の と す る 。 こ の 場 合

に お い て 、 そ の 者 が 同 一 の 月 に お い て こ れ ら の 表 の 下 欄 に 掲 げ る 二 以 上 の 区 分 に 該 当 し て い た と き は 、 そ の 者 は 、

当 該 月 に お い て 、 こ れ ら の 区 分 の そ れ ぞ れ に 対 応 す る こ れ ら の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 属 し て い た も の と

す る 。

（ 調 整 月 額 に 順 位 を 付 す 方 法 等 ）

第 四 条 の 六 前 条 （ 第 四 条 の 四 の 規 定 に よ り 職 員 と し て 在 職 し て い た も の と み な さ れ る 場 合 を 含 む 。 ） 後 段 の 規 定 に

よ り 退 職 し た 者 が 同 一 の 月 に お い て 二 以 上 の 職 員 の 区 分 に 属 し て い た こ と と な る 場 合 に は 、 そ の 者 は 、 当 該 月 に

お い て 、 当 該 職 員 の 区 分 の う ち 、 調 整 月 額 が 最 も 高 い 額 と な る 職 員 の 区 分 の み に 属 し て い た も の と す る 。

２ 調 整 月 額 の う ち に そ の 額 が 等 し い も の が あ る 場 合 に は 、 そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 末 日 の 属 す る 月 に 近 い 月 に 係

る も の を 先 順 位 と す る 。

第 五 条 第 一 項 中 「 第 七 条 第 四 項 」 を 「 第 六 条 の 四 第 一 項 」 に 、 「 に 因 り 」 を 「 に よ り 」 に 、 「 を と る 」 を 「 に 従 事

す る 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 一 に 」 を 「 い ず れ か に 」 に 改 め 、 同 条 第 四 項 中 「 才 出 」 を 「 歳 出 」 に 改 め る 。

第 五 条 の 二 中 「 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 ） 」 を 「 法 」 に 、 「 地 方 公 務 員 法 の 」 を 「 法 の 」

に 改 め 、 同 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ そ の 者 の 非 違 に よ り 退 職 し た 者 ）

第 五 条 の 三 条 例 第 八 条 第 二 項 第 二 号 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る も の は 、 そ の 者 の 非 違 に よ り 退 職 し た 者 で 、 退 職 の

日 か ら 起 算 し て 三 月 前 ま で に 当 該 非 違 を 原 因 と し て 法 第 二 十 九 条 の 規 定 に よ る 懲 戒 処 分 （ 懲 戒 免 職 の 処 分 を 除 く 。 ）

又 は こ れ に 準 ず る 処 分 を 受 け た も の と す る 。

第 十 条 第 一 項 中 「 第 三 条 か ら 第 五 条 」 を 「 第 二 条 の 三 か ら 第 六 条 の 五 」 に 、 「 市 町 村 立 学 校 職 員 」 を 「 市 町 立 学 校

職 員 」 に 、 「 市 町 村 委 員 会 及 び 三 重 県 教 育 事 務 所 」 を 「 市 町 の 教 育 委 員 会 」 に 改 め 、 同 項 第 三 号 中 「 地 方 公 務 員 共 済

組 合 法 別 表 第 四 に 掲 げ る 」 を 「 地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 第 八 十 四 条 第 二 項 に 規 定 す る 障 害 等 級 に 該 当 す る 」 に 改 め 、

同 項 第 六 号 中 「 第 四 条 第 一 項 第 二 号 」 を 「 第 四 条 第 一 項 第 一 号 」 に 、 「 一 に 」 を 「 い ず れ か に 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項

中 「 市 町 村 立 学 校 職 員 に つ い て は 、 三 重 県 教 育 事 務 所 、 市 町 村 委 員 会 」 を 「 市 町 立 学 校 職 員 に つ い て は 、 市 町 の 教

育 委 員 会 」 に 改 め る 。

第 十 条 の 二 第 三 号 中 「 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 六 十 一 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。 ） 」 を 「 法 」 に 改 め

る 。
第 十 六 条 中 「 市 町 村 の 教 育 委 員 会 お よ び 三 重 県 教 育 事 務 所 」 を 「 市 町 の 教 育 委 員 会 」 に 改 め る 。

附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

３ 条 例 附 則 第 二 十 五 号 た だ し 書 に 規 定 す る 規 則 で 定 め る 額 は 、 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 給 料 の 月 額 と す る 。

附 則 の 次 に 次 の 別 表 を 加 え る 。

別 表 （ 第 四 条 の 五 関 係 ）

イ 平 成 八 年 四 月 一 日 か ら 平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 の 基 礎 在 職 期 間 に お け る 職 員 の 区 分 に つ い て の 表

第 三 号 区 分

第 四 号 区 分

一 平 成 八 年 四 月 一 日 か ら 平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て 適 用 さ れ て い た 公 立 学 校

職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 他 の 条 例 及 び 規 則 に お い て 、 引 用 し 、 準 用 し 、 又 は そ の 例 に よ る

場 合 を 含 む 。 以 下 「 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条

例 」 と い う 。 ） の 高 等 学 校 等 教 育 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四

級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

二 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 中 学 校 ・ 小 学

校 教 育 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 で あ つ た も の の う ち 県 委

員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

三 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 行 政 職 給 料 表

の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 十 級 で あ つ た も の

四 前 三 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

一 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 高 等 学 校 等 教

育 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会

が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の 又 は 四 級 で あ つ た も の （ 第 三 号 区 分 の 項 第 一 号 に 掲 げ る
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ロ 平 成 十 八 年 四 月 一 日 以 後 の 基 礎 在 職 期 間 に お け る 職 員 の 区 分 に つ い て の 表

第 九 号 区 分

が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の 又 は 二 級 で あ つ た も の （ 第 五 号 区 分 の 項 第 一 号 、 第 六 号

区 分 の 項 第 一 号 及 び 第 七 号 区 分 の 項 第 一 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会

と 協 議 し て 定 め る も の

二 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 中 学 校 ・ 小 学

校 教 育 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 一 級 で あ つ た も の の う ち 県 委

員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の 又 は 二 級 で あ つ た も の （ 第 五 号 区 分 の 項 第 二 号 、 第

六 号 区 分 の 項 第 二 号 及 び 第 七 号 区 分 の 項 第 二 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ） の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委

員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

三 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 学 校 栄 養 職 員

給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人

事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

四 平 成 八 年 四 月 以 後 平 成 十 八 年 三 月 以 前 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 行 政 職 給 料 表

の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 又 は 五 級 で あ つ た も の

五 前 各 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

第 三 号 区 分 か ら 第 八 号 区 分 ま で の い ず れ の 職 員 の 区 分 に も 属 し な い こ と と な る 者

第 一 号 区 分

第 二 号 区 分

第 三 号 区 分

第 四 号 区 分

第 五 号 区 分

一 平 成 十 八 年 四 月 一 日 以 後 適 用 さ れ て い る 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 他 の 条 例 及 び

規 則 に お い て 、 引 用 し 、 準 用 し 、 又 は そ の 例 に よ る 場 合 を 含 む 。 以 下 「 平 成 十 八 年 四 月 以 後

の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 」 と い う 。 ） の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の

属 す る 職 務 の 級 が 十 級 で あ つ た も の

二 前 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

一 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い

た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 九 級 で あ つ た も の

二 前 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

一 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 高 等 学 校 等 教 育 職 給 料 表 の 適 用

を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協

議 し て 定 め る も の

二 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 中 学 校 ・ 小 学 校 教 育 職 給 料 表 の

適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会

と 協 議 し て 定 め る も の

三 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い

た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 八 級 で あ つ た も の

四 前 三 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

一 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 高 等 学 校 等 教 育 職 給 料 表 の 適 用

を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協

議 し て 定 め る も の 又 は 四 級 で あ つ た も の （ 第 三 号 区 分 の 項 第 一 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ）

二 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 中 学 校 ・ 小 学 校 教 育 職 給 料 表 の

適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会

と 協 議 し て 定 め る も の 又 は 四 級 で あ つ た も の （ 第 三 号 区 分 の 項 第 二 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ）

三 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い

た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 七 級 で あ つ た も の

四 前 三 号 に 掲 げ る 者 に 準 ず る も の と し て 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協 議 し て 定 め る も の

一 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 高 等 学 校 等 教 育 職 給 料 表 の 適 用

を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 二 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会 と 協

議 し て 定 め る も の 又 は 三 級 で あ つ た も の （ 第 四 号 区 分 の 項 第 一 号 に 掲 げ る 者 を 除 く 。 ）

二 平 成 十 八 年 四 月 以 後 の 公 立 学 校 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 中 学 校 ・ 小 学 校 教 育 職 給 料 表 の

適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 二 級 で あ つ た も の の う ち 県 委 員 会 が 人 事 委 員 会
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備考１ 金額は、１時間（１時間に満たない時間は、１時間とする。）当たりの額とする。

２ （ ）の金額は、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日に利用

する場合の額とする。

３ 準備又は撤去するために各施設を利用する場合の金額は、各施設の「アマチュアスポーツ」の「入場料

を徴収しない場合」の額とする。

４ 陸上競技場と補助競技場を併せて利用する場合の金額は、陸上競技場を利用する場合の額とする。

５ 体育館を半面で利用する場合は、半額とする。

(イ) 部分利用の場合

備考１ 金額は、２時間（２時間に満たない時間は、２時間とする。）当たりの額とする。

２ バスケットボール及びテニスは、体育館別館を除く。

(ウ) 個人利用の場合

備考 金額は、２時間（２時間に満たない時間は、２時間とする。）当たりの額とする。

イ 総合競技場の会議室及びステージ

区 分

区 分

小学生、中学生及び

高校生並びにこれら

に準ずる者

その他の者

体育館及び体育館別館

金額（円）

１面につき

１面につき

１面につき

１面につき

１台につき

１面につき

１面につき

１面につき

１面につき

１台につき

バスケットボール

バレーボール

バドミントン

テニス

卓球

バスケットボール

バレーボール

バドミントン

テニス

卓球

940

630

310

940

210

1,890

1,260

630

1,890

420

小学生、中学生及び高校生並びにこれらに

準ずる者

その他の者

小学生、中学生及び高校生並びにこれらに

準ずる者

その他の者

高校生

その他の者（小学生及び中学生並びにこれ

らに準ずる者を除く。）

陸上競技場

補助競技場

トレーニングセンター

１人につき

１人につき

１人につき

１人につき

１人につき

回数券１１回分

１か月券

３か月券

１人につき

回数券１１回分

１か月券

３か月券

110

230

40

80

110

1,100

1,000

2,700

230

2,300

2,200

6,000

区 分 金額（円）

金額（円）

体育館 第１会議室

第２会議室

第３会議室

ステージ （アマチュアスポーツに利用する場合を除く。）

520

（730）

730

（940）

520

（730）

1,470

（1,890）
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